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意見募集①監理技術者等が兼任可能な条件について

兼任可能な条件の案

(工事現場について)
・工事請負金額がいずれも1億円未満（建築一式工事は1.5億円未満）の2現場を兼任すること。
・監理技術者等と各現場との間に、状況を確認するために必要な音声・映像の送受信が可能な環
境が整備されていること。
・各現場が一日に巡回可能な範囲に存在すること。

(施工体制について)

・各現場に監理技術者の補助が可能な連絡要員を配置すること。（専門工事業の場合は、各下請
業者への連絡体制の確保により代替可能。）

・工事全体の下請次数が３次以内であること。

・日々の施工体制がCCUS等により遠隔から把握可能であること。

多様な建設工事においてICTの活用による施工管理の効率化を可能とするため、新たな制度と
して、一定規模以下の工事に関して監理技術者等が兼任可能な条件を検討しています。(既存
の特例監理技術者制度とは別の制度として検討しています。）

新たな制度として検討中の下記の条件案についてご意見をお聞かせください。



意見募集②営業所専任技術者と現場技術者が兼任可能な条件について

ICTの活用による技術者の効率的な配置を実現するため、新たな制度として、営業所専任技術者が
工事現場の専任の監理技術者等と兼任可能な条件を検討しています。

新たな制度として検討中の下記の条件案についてご意見をお聞かせください。
（工事現場同士の兼任を行う場合（意見募集①）と同様の条件を課すことを検討していますが、工
事現場同士の兼任との違いを踏まえて、条件案に過不足があればお聞かせください。）

（営業所と工事現場について）
・１営業所と、当該営業所において請負契約が締結された工事請負金額が１億円未満（建築一
式工事は1.5億円未満）の１現場（専任を要するもの）を兼任すること。
・監理技術者等と営業所が常時連絡をとりうる体制にあること。
・監理技術者等と現場との間に、現場の状況を確認するために必要な音声・映像の送受信が可
能な環境が整備されていること。
・工事現場が営業所から一日に巡回可能な範囲に存在すること。

（工事現場の施工体制について）
・各現場に監理技術者の補助が可能な連絡要員を配置すること。（専門工事業の場合は、各下
請業者への連絡体制の確保により代替可能。）
・工事全体の下請次数が３次以内であること。
・日々の施工体制がCCUS等により遠隔から把握可能であること。

兼任可能な条件の案
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意見募集③技術検定の受検資格について

第一次検定 第二次検定

19歳以上(年度年齢) ※1 １級技士補として監理技術者等の指導下での実務経験３年 ※2

※2 監理技術者補佐としての経験は1年。その他の経験については5年。
2級合格者は従前のとおり。

※4 1級技士補の場合は１年。

建設業における担い手確保等のために、技術検定（施工管理技士試験）の受検資格に関する要
件の見直しを検討しています。

新たな受検資格として検討中の下記の条件案についてご意見をお聞かせください。

1級の受検資格の案

2級の受検資格の案

※1 専門性の高い大学課程履修者は
一部科目を免除

第一次検定 第二次検定

17歳以上(年度年齢) ※3 ２級技士補としての実務経験３年 ※4

※3 専門性の高い学校課程履修者は
一部科目を免除



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

(参考資料)
監理技術者等の専任制度について



○建設業法上、建設業者は、「建設工事の適正な施工」のため、建設工事の施工の技術上の管理をつかさ
どるもの（技術上の責任者）として、監理技術者等を置かなければならない（法律）。

○「重要な工事」については、監理技術者等を専任で配置しなければならない（法律）。「重要な工事」
は、一律に請負金額3500万円（建築一式7000万円）以上のもの（一部除く）と規定（政令）。

○建設工事の多様さ、施工方法や現場管理手法のＩＣＴ化の進展を踏まえると、請負金額による一律の専
任規制は、技術者配置が非効率になっている可能性があるのではないか。また、監理技術者等の施工管
理業務においてもICTを活用することで効率化を図ることを推進すべきではないか。

○建設工事費の上昇により、現在専任不要の工事は従前に比べて相対的に小規模な工事となっているので
はないか。また、近年の働き方改革などの変化を踏まえ、専任技術者についてもより柔軟な配置を可能
とする方策が必要ではないか。

○建設業法（抄）
（主任技術者及び監理技術者の設置等）
第二十六条 建設業者は、その請け負った建設工事を施工するときは、当該建設工事に関し第七条第二号イ、ロ又はハに該当する者で当該工事現場

における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるもの（以下「主任技術者」という。）を置かなければならない。
２ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、当該建設工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額（中略）が第三
条第一項第二号の政令で定める金額以上になる場合においては、前項の規定にかかわらず、（中略）当該工事現場における建設工事の施
工の技術上の管理をつかさどるもの（以下「監理技術者」という。）を置かなければならない。

３ 公共性のある施設若しくは工作物又は多数の者が利用する施設若しくは工作物に関する重要な建設工事で政令で定めるものについては、
前二項の規定により置かなければならない主任技術者又は監理技術者は、工事現場ごとに、専任の者でなければならない。（後略）

（主任技術者及び監理技術者の職務等）
第二十六条の４ 主任技術者及び監理技術者は、工事現場における建設工事を適正に実施するため、当該建設工事の施工計画の作成、工程管理、品

質管理その他の技術上の管理及び当該建設工事の施工に従事する者の技術上の指導監督の職務を誠実に行わなければならない。
２ 工事現場における建設工事の施工に従事する者は、主任技術者又は監理技術者がその職務として行う指導に従わなければならない。
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制度の現状

課題認識

１．現状の監理技術者等の専任制度と課題



検討にあたって留意すべき事項
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検討方針

○専任制度の見直しにあたっては、適正な施工体制の確保を前提としつつ、ICTの活用状況や今後
の進展可能性を踏まえて検討を行う。

○早期に導入可能なものから制度見直しを行い、制度の変更が及ぼす影響を見極めつつ、段階的に
見直しを行う。

○まずは、直面している担い手不足の現状、生産性向上のニーズに直結する課題に対応するため、
現行制度の見直しから検討を進める。

○併せて、中長期的には、今後のICTの進展可能性を踏まえ、先進的な技術や個々の工事の特性に
応じた適正かつ効率的な施工体制による施工が可能となる制度の考え方について検討を深める。

２．監理技術者等の専任制度の検討方針

○ ICTの活用により監理技術者等の職務の代替を可能とする場合においても、適正な施工体制が担
保できる方策を講じる必要がある。

○将来のICTの進展を見据えた制度設計を行う必要がある。

○元請技術者だけでなく、下請技術者や技能者を含めた施工体制全体で合理化を図る必要がある。

○専任制により、重要な工事へ技術者の確実な配置を確保してきたことも踏まえる必要がある。

○働き方改革に逆行することのないよう、技術者個人の負担も考慮する必要がある。

● ICTを活用した施工管理について

● 現場配置技術者に関する制度のあり方について



３．監理技術者等の専任制度の検討の方向性

〇専任不要上限額の引き上げ検討

〇兼任可能な条件の検討

基準請負金額について、過去の工事規模との比較を行い、建設工事費デフレーター、消費
税率等を踏まえ、引き上げ幅を検討。

多様な建設工事においてICTの活用による施工管理の効率化を可能とするため、一定
規模以下の工事に関して、兼任可能な条件を拡充することを検討。

〇その他の検討

上記と併せて技術者配置の運用の合理化について検討。
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※ ICTの活用度合いなど個々の工事の特性に対応するため、より柔軟な施工体制による工事
施工が可能となるような制度設計について、中長期的な課題として今後検討。



原則専任

専任不要

請負金額

3500万円
(7000万円)

専任不要上限額の引き上げ検討

制度の見直し
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４．監理技術者等の専任制度の見直しイメージ

専任不要

現行制度

原則専任
兼任可能な条件の検討対象

(遠隔施工管理の活用)

※ 中長期的な課題については別途検討

Y円

X円



５．兼任可能な条件に関する考え方(案)
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I 工事現場に関する条件
１．工事の規模

同一の技術者が同時に進行する複数現場を十分に管理することができるのは、それぞれの現場の業務状況に比
較的余裕がある場合に限られる。施工管理の業務量は工事の複雑さ・難易度等により決まるものと考えられるが、
一般的には、請負金額の大きい大規模工事になるほど、業務量が増大するものと考えられることから、一定の請
負金額以下の工事を対象とする。

２．ICT環境
同時に進行する複数現場を同一の技術者が管理するためには、それぞれの現場の状況を適時適切に把握し、速
やかに指示を出せる環境が必要である。このため、少なくとも遠隔地から必要に応じて、現場の状況をリアルタ
イムで確認できる音声・映像の送受信が可能な環境が必要である。

３．現場間の距離
複数現場を同一の技術者が管理する際には、予定外の事態が発生した場合に遠隔地から他の現場へ移動する必
要が生じる。このため、現場間の距離は巡回可能な範囲に限られる。

Ⅱ 施工体制に関する条件
４．技術者の配置

兼任により監理技術者等が現場に不在の時間が増えることから、現場への連絡を円滑に行うための人員配置
が必要である。

５．工事の業種区分
同一工種の専門工事に比べ、総合的な企画、指導、調整を要する土木一式、建築一式工事の施工体制はより確
実であることが求められる。

６．下請業者の構成
同一の技術者が複数現場を十分に管理するためには、指示等の伝達や現場の施工業者・作業員の状況把握が容
易でなければならない。このため、下請の施工体制が複雑ではないとともに、CCUSのシステムなどを活用し
日々の施工体制の管理を確実に行うことのできる現場を対象とする。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（参考資料）
営業所専任技術者と現場技術者の兼任について



１．営業所専任技術者の「専任」要件

○建設業許可事務ガイドライン（抄）

【第３条関係】 ２．営業所の範囲について
「営業所」とは、本店又は支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所をいう。し たがって、本店又は支店は常時建設工事の
請負契約を締結する事務所でない場合であっても、他の営業所に対し請負契約に関する指導監督を行う等建設業に係る営業に実質的に関与
するものである場合には、当然本条の営業所に該当する。
また「常時請負契約を締結する事務所」とは、請負契約の見積り、入札、狭義の契約締結等請負契約の締結に係る実体的な行為を行う事
務所をいい、契約書の名義人が当該事務所を代表する者であるか否かを問わない。

【第７条関係】 ２．専任技術者について（第２号）
「専任」の者とは、その営業所に常勤（テレワークを行う場合を含む。）して専らその職務に従事することを要する者をいう。会社の社
員の場合には、その者の勤務状況、給与の支払状況、その者に対する人事権の状況等により「専任」か否かの判断を行い、これらの判断基
準により専任性が認められる場合には、いわゆる出向社員であっても専任の技術者として取り扱う。
ただし、次に掲げるような者は、原則として、「専任」の者とはいえないものとして取り扱うものとする。

① 住所又はテレワークを行う場所の所在地が勤務を要する営業所の所在地から著しく遠距離にあり、常識上通勤不可能な者
② 他の営業所（他の建設業者の営業所を含む。）において専任を要する者
③ 建築士事務所を管理する建築士、専任の宅地建物取引士等他の法令により特定の事務所等において専任を要することとされている者
（建設業において専任を要する営業所が他の法令により専任を要する事務所等と兼ねている場合においてその事務所等において専任を要
する者を除く。）
④ 他に個人営業を行っている者、他の法人の常勤役員である者等他の営業等について専任に近い状態にあると認められる者

• 営業所専任技術者は、①適正な請負契約が締結されるよう、技術的観点から契約内容の確認を行うほか、②
請負契約の適正な履行が確保されるよう、現場の監理技術者等のバックアップ・サポートを行う。

• 建設業法において、「営業所」とは本店又は支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所をいい、
営業所専任技術者はその営業所に常勤し、専らその職務に従事すること（専任）が必要であることとされて
いる。

• 令和３年12月には、テレワークにより職務に従事する場合も専任要件を満たすことを明確化。
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• このため、通勤可能圏外の遠隔地に居住している場合や、他の建設業の営業所の技術者等との兼務を行って
いる場合は、営業所専任技術者として認めていない。

• これは、許可制度を創設した昭和46年当時、契約内容の確認を行い、適正な請負契約を締結するためには、
営業所にて常時勤務する必要があったためと考えられる。



２． 【現行制度】営業所専任技術者と現場技術者の兼務

Ａ営業所

工事現場

近接

専任（常勤）
の技術者

・3500万円未満であれば複数現場の兼務
は可能であり、現場同士の距離要件も存
在しない。

・「近接」を求めているのは、営業所専任
技術者に「専任・常勤」要件が課せられ
ているため。

※いずれも非専任現場、Ａ営業所で契約締結された工事に限る。
※専任現場との兼務は現状一切認められていない。

○営業所における専任の技術者の取扱いについて（平成15年４月21日国総建第18号）

営業所における専任の技術者（以下「営業所専任技術者」という。）については、…「営業所に常勤して
専らその職務に従事することを要する者」とされているところであるが、当該営業所において請負契約が締
結された建設工事であって、工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工
事現場と営業所が近接し、当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあるものについては、当該営業所
において営業所専任技術者である者が、当該工事の現場における主任技術者又は監理技術者（法第２６条第
３項に規定する専任を要する者を除く。以下「主任技術者等」という。）となった場合についても、「営業
所に常勤して専らその職務に従事」しているものとして取り扱う。…

非専任現場
との兼務

工事現場 工事現場



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

(参考資料)
技術検定の受検資格等について
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１．技術者資格制度に関する課題について

• 監理技術者等として施工管理を行うためには、一定の実務経験が必要である。
• 現状、技術検定合格者（施工管理技士）を直ちに有資格者と見なせることのメリットは大きいため、
検定後に実務経験を積む方式については将来の検討課題とする。

• 技術者資格に関する条件は、知識についての条件と経験についての条件に分けて整理する。
• 知識については、原則として技術検定により計ることとし、検定内容の充実化等を検討する。
• 経験については、学歴による差を見直し、実務経験の内容を評価することにより、必要年数の短縮
を検討する。

• 建設業において担い手不足が進む中、優秀な人材を確保する上で、技術者資格の取得に必要な
実務経験の長さが障害になるとの意見がある。

• 必要な実務経験の長さは学歴によって差が設けられており、同一職務を経験する場合であっても
その必要年数に大きな差が出る場合がある。

• 技術者資格の取得に必要な実務経験は、指導監督的立場を求める部分を除き、業務上の立場・
役割を限定しておらず、経験内容にかかわらず建設業に従事した期間の長さが求められている。

技術者資格要件の合理化を図るため、以下のような
考え方で検討を行ってはどうか。

〇現行制度の課題

〇基本的な考え方
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２．技術者資格制度の検討の方向性について

〇技術検定受検資格の検討の方向性

※１ 各種目に対応する工種の工事契約期間であって
主任技術者の指導の下での実務経験に限る。

●第1次検定の受検資格について、（1級についても）一定年齢以上の全ての者に受験資格を認め
ることを検討する。

● 第1次検定の検定試験内容について、指定学科卒業者とそれ以外の者との間で検定内容に差を
設けることを検討する。

● 第1次検定に合格した者を、建設技術者として最低限必要な知識を有するものとして扱うことを検
討する。

● 第2次検定の受検資格について、施工管理に関する実務経験の内容に応じて必要な期間を検討
する。

〇実務経験による技術者資格の検討の方向性

●指定学科の卒業者以外であっても、一定の条件下で指定学科の卒業者に準じた扱いができるよ
うな制度を検討する。
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(参考) 技術検定の受検資格の概要(現状)

○１級の受検資格（合格者は「監理技術者」として現場配置可能）

○２級の受検資格（合格者は「主任技術者」として現場配置可能）

※1 実務経験の年数には、指導監督的実務経験年数1年以上が含まれていなければならない
※2 「5年以上の実務経験の後に専任の監理技術者のもとの実務経験２年以上」を満たす場合、2年短縮可能
※3 「専任の主任技術者としての実務経験１年以上」を満たす場合、2年短縮可能
※4 「専任の監理技術者のもとでの実務経験２年以上」を満たす場合、2年短縮可能。

※5 当該受検年度の末日における年齢が17歳以上の者であること

学 歴 等

受検に必要な実務経験年数 ※1

指定学科 指定学科以外

第一次検定 第二次検定 第一次検定 第二次検定

大 学 卒業後 3年以上 卒業後 4.5年以上

短 期 大学 、 高 等 専門学校 卒業後 5年以上 卒業後 7.5年以上

高 等 学 校 卒業後 10年以上※2※3 卒業後 11.5年以上※3

そ の 他 卒業後 15年以上※3

2 級 技 術 検 定 合 格 者 条件なし 2級合格後 5年以上 ※3※4 条件なし 2級合格後 5年以上 ※3※4

学 歴 等

受検に必要な実務経験年数

指定学科 指定学科以外

第一次検定 第二次検定 第一次検定 第二次検定

大 学

条件なし ※5

卒業後 1年以上

条件なし

卒業後 1.5年以上

短 期 大 学 、 高 等 専 門 学 校 卒業後 2年以上 卒業後 3年以上

高 等 学 校 卒業後 3年以上 卒業後 4.5年以上

上 記 以 外 卒業後 8年以上 卒業後 8年以上
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実 務 経 験 年 数 指導監督的実務経験年数

指定学科卒業者

大学・短大・高専
専修学校の専門課程（専門士、高度専門士）

卒業後 ３年以上 －

高 等 学 校、専修学校の専門課程 卒業後 ５年以上 －

指定学科以外

その他 10年以上 －

① 主任技術者

実 務 経 験 年 数 指導監督的実務経験年数

指定学科卒業者

大学・短大・高専
専修学校の専門課程（専門士、高度専門士）

卒業後 ３年以上 ２年以上（左記と重複可）

高 等 学 校、専修学校の専門課程 卒業後 ５年以上 ２年以上（左記と重複可）

指定学科以外

その他 10年以上 ２年以上（左記と重複可）

指定建設業：土木工事業、建築工事業、電気工事業、管工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業、造園工事業

② 監理技術者（指定建設業７業種を除く）

(参考) 実務経験による監理技術者・主任技術者資格の概要(現状)



監理技術者・主任技術者資格 主任技術者資格
凡例

（数字は、資格取得後、必要な実務経験年数）

◎は業種に対応した細かな資格の種別、部門、職種、科目が設定されている

土
木
一
式

建
築
一
式

大
工

左
官

と
び
・土
工

石屋
根

電
気

管

タ
イ
ル
・れ
ん
が

・
ブ
ロ
ッ
ク

鋼
構
造
物

鉄
筋

ほ
装

し
ゅ
ん
せ
つ

板
金

ガ
ラ
ス

塗
装

防
水

内
装
仕
上

機
械
器
具
設
置

熱
絶
縁

電
気
通
信

造
園

さ
く
井

建
具

水
道
施
設

消
防
施
設

清
掃
施
設

解
体

建設業法 技術検定 建設機械１級

建設機械２級

土木１級 ※
◎土木２級 ※

建築１級 ※
◎建築２級 ※

電気工事１級

電気工事２級

管工事１級

管工事２級

電気通信工事１級

電気通信工事２級

造園１級

造園２級

地すべり防止工事士 1 1
１級計装士 1 1
解体工事施工技士

基礎施工士

登録基幹技能者 ◎
技術士法◎ 技術士 ※
建築士法 一級建築士

二級建築士

木造建築士

建築設備士 1 1
電気工事士法 第１種電気工事士

第２種電気工事士 3
電気事業法 電気主任技術者 5
電気通信事業法 電気通信主任技術者 5
水道法 給水装置工事主任技術者 1
消防法 消防設備士

職業能力開発促進法
◎

技能検定
１級

２級 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

建設業法

実
務
経
験

主任技術者であり、元請4,500万円以上指
導監督２年以上

大卒（指）３年以上、高卒（指）５年以上、そ
の他10年以上

指定建設業※H27年度までの合格者及び技術士は、実務経験１年又は登録講習の受講が必要

（参考）監理技術者、主任技術者の要件概要 (現状)
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